６　維新体制の政治過程（1972～1979）：国際緊張緩和と韓国における権威主義体制の強化　05192010
1972年の維新体制の成立という韓国政治におけるよりいっそうの権威主義化がなぜ生じたのか、そうした権威主義化の原因をどのように考えるのかについて考察を加える。特に、当時の在韓米軍の削減、米中接近など、1970年代初頭の東アジアにおける緊張緩和が生じたが、そうした国際環境の変化が朝鮮半島、韓国外交、南北関係にどのような変化を及ぼしたのか、もしくは及ぼさなかったのかという問題も合わせて考察する。
理論的問題関心：政治体制の権威主義化，産業構造の高度化（重化学工業化）とその政治的条件，冷戦体制の変容とその政治的帰結、グローバルな冷戦と地域冷戦とのリンケージ，冷戦変容期の同盟関係
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韓培浩（2004）第9，11章
１　維新体制の成立
1967　大統領選挙における朴正熙の圧勝、総選挙における与党民主共和党の圧勝
1969　三選改憲：1971年大統領選挙への朴正熙の3度目の立候補が可能になる。
	第69條 ①大統領の任期は4年とする。②大統領が闕位の場合、後任者は前任者の殘任期間中 在任する。
③大統領の継続在任は3期に限る。
	


　その代わり、与党民主党内部における派閥抗争（金鍾泌支持派ｖｓ反金鍾泌派）とその帰結としての派閥の消滅と朴正熙に対する親政体制の確立（2度にわたる「抗命波動」：野党が提出した長官（大臣）に対する不信任決議案に与党の一部が、朴正熙大統領の命令に反して賛成した。それに対する朴正熙による粛清）→与党民主党の政党としての政治的活力の急減
国家非常事態宣言（12/6/71）:最近、中共の国連加盟を始めとする諸国際情勢の急変とこれが朝鮮半島に及ぼす影響および北朝鮮傀儡の南侵準備に狂奔している諸要素を政府は鋭意注視検討した結果、現在大韓民国は安全保障上、重大な次元の時点に当面していると断定するにいたった。従って、政府は国家非常事態を宣言して全国民にこの事実を知らせ、次のごとく政府と国民が渾然一体となってこの非常事態を克服する決意を新たにする必要を痛感し、ここに宣言する。
１政府の施策は、国家安保を最優先とし、送球に万全の安保態勢を確立する。
２安保上脆弱となる一切の社会不安を容認しないし、また、不安要素を排除する。
３言論は無責任な安保論争を慎むべきである。
４全ての国民は安保上責務遂行に自ら進んで誠実でなければならない。
５全ての国民は安保史上の新しい価値観を確立しなければならない。
６最悪の場合、われわれは享受している自由の一部も留保する決意を持たねばならない。（以上）
宣言の目的に関して、朴正熙政権は、アメリカに対して、米中接近を始めとした緊張緩和の潮流が台湾を犠牲にしたように、大国同士の緊張緩和が小国の自立を犠牲にしてはならないことを強調したうえで、宣言の目的として、韓国は北朝鮮の軍事的侵攻を警戒しているという金日成に対する警告、国際的な緊張緩和の中で安保意識が稀薄になってはいけないという韓国国民に対する警告の２つを指摘している。ニクソン政権は、この非常事態宣言に対して、北朝鮮の脅威が切迫しているという事実認識には同意せずに、この宣言の理由には納得できないとして批判する。
（Telegram from US Embassy in Korea to the Secretary of State to,12/13/1971, National Archives and Records Administration, RG 59, Box 2426,Central File 1970-73, POL 15-1 KOR S.）
10/17/72 朴正熙政権：大統領特別宣言、非常戒厳令発布（10月維新）
　政党および政治活動の中止、憲法改正
12/72　憲法改正（「維新憲法」の制定）→「維新体制」の成立
　　統一問題固有の審議機関と大統領選出機関として「統一主体国民会議」の設置（1972年選挙では2359人定数）
　　大統領間接選挙（統一主体国民会議による選出）
　　国会議員の１／３を大統領が統一主体国民会議代議員から任命する
　　大統領緊急命令による国民の基本的人権への広範な制限
ニクソン政権は、維新体制の成立に対して、距離を置いた「冷淡」な反応を示すが、それに対する賛否などの一切の反応を回避する。
ニクソン政権の受動的対応：緊張緩和が順調に定着することが好ましいと考えるが、それを実現する政治的手段に限定があるか、そもそも緊張緩和を朝鮮半島に定着させること自体にはそれほど関心のなかった。　　
朴正熙政権の対応：緊張緩和の利害得失を計算しつつ、緊張緩和が朝鮮半島における南北関係や韓国の政治体制の流動化につながらないように、その波及を封じ込めることに力を注いだ。
２　北朝鮮の憲法改正：社会主義憲法の制定（12/72）
（北朝鮮ＷＥＢ六法　http://www.geocities.co.jp/WallStreet/3277/を参照）
社会主義国家としての完成（従前は社会主義国家を志向する人民民主主義国家としての性格規定）
国家主席制の採択：金日成の職位（政府）が首相から国家主席に
主体（チュチェ）思想の国家イデオロギー化
平壌を首都として定める。（従前はソウルを首都として定めていた）
北朝鮮における金日成独裁体制の完成と金正日後継体制への布石
３　維新体制への政治変動をどのように説明するのか。
(1)第三世界（開発途上国）の独裁・権威主義体制の成立原因をめぐる比較政治学
①　官僚的権威主義 (ＢＡ：Bureaucratic Authoritarianism)体制論：世界システムにおける従属と権威主義体制との因果関係、経済政策の変化の必要性から政治体制の変動を説明しようとする考え方
モノカルチュア経済→世界恐慌と第二次世界大戦による先進国との経済関係の弱化→消費財の輸入代替工業化の開始→消費財の輸入代替工業化とポピュリズム体制（都市中間層や労働組合の政治的支持の確保とそれらに対する経済的な恩恵の供与）との親和性（国内市場の拡大の必要性という点）→しかし、消費財の輸入代替工業化の行き詰まり(原材料になる資本財・中間財の輸入増大による国際収支の悪化)とその資本財・中間財への拡大・深化(deepening)の必要性→外資導入の必要性→そのための国内における政治的安定及び緊縮政策の必要性→国内の諸要求、特に労働者の賃上げ要求に対する抑圧の必要性→そうした必要性に関する外資と国内の軍部・文民テクノクラート・資本家の利害一致の認識→クーデターによる軍事政権の成立と軍事政権による資本財・中間財工業への産業構造高度化政策と緊縮政策の実行
②　開発独裁(Developmental Dictatorship)論：経済発展によって正統性を担保する政治権力
　　政治体制の変動を説明するというよりも、経済開発と独裁体制との親和性を説明しようとする。　　
　経済発展と民主化のディレンマ
　１：成長と分配の優先順位のディレンマ（経済発展のためには分配を抑えて資源を成長のために優先的に配分する必要があるが、民主主義体制の下では分配の要求に応えなければならない）
　２：民主制（頻繁な政権交代の可能性）と経済成長（長期的経済計画の必要性）との間の矛盾
⑵維新体制の成立
維新体制の成立をめぐる諸仮説：
　①維新体制前後の重化学工業化の推進と維新体制との因果関係（ＢＡ論の適用）
　　重化学工業化を推進するために外資導入が必要であり、さらに政治的安定を確保するためには、労働組合勢力を政治的にも経済的にも排除する必要がある。特に、70年前後に、それまである意味では無制限に供給されていた農村からの労働力が限界に達したために、従来労働市場によって抑えられていた低賃金を人為的に抑制する必要に迫られるようになった。
Im, HyugBaeg, “ The Rise of Bureaucratic Authoritarianism in South Korea,” World Politics, vol.39 no.2,1987.
　②米中接近にともなう冷戦体制の変容と維新体制との関連
    冷戦体制の流動化はそれまでの朝鮮半島冷戦の流動化を招く可能性があったし、場合によっては、それはそれぞれの国内体制の流動化にまで影響を及ぼす可能性もあった。維新体制はそうした不安定要因を未然に防ぐための予防措置であった。
  ②’７２年７・４共同声明にともなう南北直接交渉と維新体制との関係（朴正煕政権自身の維新体制正当化論理）
　　北朝鮮のような一枚岩の体制と直接交渉を進めるためには、韓国もそれに対抗しうるような一枚岩の体制が必要であり、そのためには、ある程度の政治的自由に対する制限はやむをえない。
３つの論点
①主体的条件：朴正煕（政権）は、どのようにして、第３共和国（準競争的権威主義）を維新体制（権威主義）に変えることができたのか。
②意図：朴正煕（政権）は、なぜ、従来の第３共和国（準競争的権威主義）を維新体制（権威主義）に変えようと考えたのか。
③客観的条件とそれに対する認識：当時の客観的な国内外の条件は何であり、それを朴正熙はどのように認識していたのか。それは①と②とどのように関連しているのか。
⑶維新体制の成立原因：複合的要因（主体的条件と客観的条件）
①主体的条件：朴正煕の半永久政権の企て、与党内部の権力交代の可能性剥奪と野党による挑戦の先鋭化→政治的一枚岩化（政治権力が朴正煕大統領に集中し、こうした行為を事前に抑制したり、牽制したりする勢力が既に不在）
1969年　三選改憲（62年憲法では、大統領の三選は禁止されていたが、その禁止規定を撤廃する憲法改正が、野党の反対、与党内部の金鍾泌を中心とする反対派を抑圧、懐柔し、多数派工作を行うことで実現された。）
②意図：このまま大統領直接選挙によって果たして自らの権力を維持することができるのか。
1971年　大統領選挙における金大中（新民党大統領候補）との一騎打ち
第７代大統領選挙（1971年4月27日）
投票率は79.8%
	候補者（政党）
	得票数
	得票率

	朴正煕（民主共和党）
	6,342,828
	53.2%

	金大中（新民党）
	5,395,900
	45.3%


1971年国会議員選挙における与党民主共和党の「苦戦」
1971年12月　国家非常事態宣言：国民に対する安保危機の訴えと国民総力安保の提唱
国家保衛法の制定：労働運動などを始めとした国民の基本的人権に対する一定の制限
1972年7月　７・４南北共同声明
1972年10月　10・17非常措置（維新宣言）：国会解散、新憲法制定
1972年12月　新憲法（維新憲法）の制定と国民投票による成立、統一主体国民会議代議員による朴正熙大統領の選出
③客観的条件
⑴ベトナム戦争にともなう南北関係の緊張（68年1月北朝鮮ゲリラ舞台による青瓦台（大統領府）襲撃事件：朴正煕政権は一時軍事的な報復行為を考慮するが、アメリカの抑制によって思いとどまる。プエブロ号事件：米偵察船プエブロ号が北朝鮮によって拿捕され、乗組員が抑留されたが、米朝間の交渉によって、アメリカが北朝鮮に謝罪することによって乗組員が解放される）朴正煕政権は、上記のようなアメリカの態度に対して不信感を募らせる
↓
⑵東アジア冷戦体制の「弛緩」（米中接近、グアムドクトリン（アジアにおける戦争に対してアメリカは地上軍を派遣してまで介入するベトナム戦争のようなことはしない。）駐韓米軍の一部撤退）→アメリカによって「見捨てられる」ことの恐れ→一方で、アメリカによる関与をつなぎとめようとする（アメリカを巻き込み、つなぎ止めるための交渉力を確保）とともに、他方で、アメリカにばかり依存できないという自立意識が台頭
↓
⑶南北対話の開始、進展と中断
　２重の側面：南北朝鮮による主導という側面と国際的な圧力の側面
　朴正煕による８・１５宣言（「善意の競争」提案）（1970年）
北朝鮮による８項目「平和統一」提案（4/71）
　南北赤十字会談（1971年9月20日〜）：南北離散家族問題
　南北当局者間の協議、李厚洛（中央情報部長）の平壌訪問、朴成哲（ﾊﾟｸ･ｿﾝﾁｮﾙ）第二副首相（金日成の実弟である金英柱（ｷﾑ･ﾖﾝｼﾞｭ）朝鮮労働党組織指導部長の代理）
　7・4南北共同声明（1972年）：祖国統一３原則（自主・平和・民族大団結）に関する同意
　朴正煕の「平和統一外交宣言」（1973年6月23日）
金日成の「祖国統一５大綱領」（1973年6月23日）
　北朝鮮は金大中拉致事件（７３年）などを理由に、当局間対話を拒否、中断
⑷軽工業中心の輸出志向型工業化の「行き詰まり」と重化学工業化・防衛産業育成の試み
　　→軍事的経済的「自立」
但し、軽工業中心の輸出志向型工業化が本当に｢行き詰まって｣いたのかは、必ずしも明確ではない。経済的な危機は存在していなかった。むしろ、上記の国際環境の変動に対応して軍事的経済的自立をより高めるための重化学工業化に対する意思は明確であった。ただ、重化学工業化のためになぜ維新体制への変動が必要であったのかは、必ずしも自明ではない。
仮説
米中接近に代表される東アジア冷戦の「動揺」→
①それによってもたらされる韓国の国内政治の「不安定」を先取りして予防しておく必要がある。
②アメリカ政府の緊張緩和の促進要求に応え、南北対話を推進するが、北朝鮮のような一枚岩の体制と交渉するためには韓国もそれに近い形態の体制を整備する必要がある。
③アメリカの「撤退」に備え、アメリカに依存しない経済と安保体制を確立するためには、自前の兵器生産が必要で、そのためには防衛産業および重化学工業の早期建設が必要である。
④７１年大統領選挙で現れたように、野党による朴正煕政権に対する本格的な挑戦が予期され、それが、東アジア冷戦の「動揺」という国際情勢の変化に合致する可能性がある。
以上の帰結が、南北朝鮮双方体制のよりいっそうの権威主義化：維新憲法と北朝鮮における憲法改正（金日成への権力集中の完成）
　朝鮮半島における冷戦の「自立化」：国際冷戦の「弛緩」と南北朝鮮関係の緊張、南北朝鮮体制の権威主義化
４　維新体制とはどのような体制か：準競争的権威主義から権威主義へ
大統領間接選挙：大統領選挙の実質的形骸化
国会の事実上の形骸化：中選挙区制導入（選挙によって選出される2／3を半分ずつ与野党が分け合う）と維新政友会（定数の1／3を大統領が任命）→国会は常に2／3が与党系によって占められる。
超法規的な措置による基本的人権に対する広範な弾圧の制度化：大統領緊急措置
統一主体国民会議の新設：
性格：国力の組織化のための国民的組織体、祖国の平和的統一を推進する統一主導勢力の組織体、国家統治機構の頂上機関
機能：重要な統一政策に関する審議決定、国家元首である大統領の選出母体、国会議員定数の3分の１の国会議員を選挙、国会が発議、議決した改憲案を最終的に議決決定
統一主体国民会議選挙の形式性と恣意性：小選挙区制（農村部）と中選挙区制（5名まで）（都市部）の混合
　選挙区数1630、代議員定数2359、候補者6164、競争率2.5倍、投票率70.4％、
　候補者の職業：地域の名望家、政党関係者の排除（非政治性）：実質的には与党支持者
大統領の選出：国民の直接選挙から統一主体国民会議による間接選挙
大統領の権限：大統領緊急措置による恣意的な国民の自由権に対する制限、大統領緊急措置1号～9号
国会議員：小選挙区制から1選挙区2名の中選挙区制へ、国会議員の3分の１は大統領が一括推薦した候補者を統一主体国民会議が選出することになっており、実質的には大統領が直接的に国会の3分の１を任命し、選挙によってほぼ与党民主共和党が3分の１を占めることが、ほぼ保障されている。
統一主體國民會議法
[制定1972.12.6 法律 2353号]           
第1章 總則
第1條 (目的) この法は祖國の平和的統一を推進するために、全國民の總意による國民的組織体として祖國統一の神聖な使命を持つ國民の主權的受任機關である統一主体國民會議の組織と運營、その他必要な事項を定めることを目的とする。
第２條(登錄) 統一主体國民會議代議員(以下"代議員"とよぶ)として当選した者、当選後、即時즉統一主體國民會議事務處に当選證書を提出し登錄しなければならない。議長は大統領令が定めるところにしたがい、事務處の業務を代行する國家機關に登錄させることができる。
第3條 (議席配定) 代議員の 議席は集會時毎に、当該代議員が選出した地域と秩序維持を勘案し 統一主體國民會議事務處長が定める。
第4章 代議員
第10條 (宣誓) 代議員は任期開始後、初めて集會された國民會議で、次のような宣誓を行う。
  "本代議員は國憲を尊守し祖國の平和的 統一のために、國民の總意を受けとめ、受任された神聖な使命を誠實に遂行することを厳粛に宣誓します."
第11條 (兼職制限) 代議員は次の各號に該当する職を兼ねることができない。
  1. 國會議員
  2. 公務員(地方公務員法 第2條第2項第2號にさだめる者を除外する)および選擧管理委員會 委員
  3. 他の法令によって公務員(選擧職公務員を含む)の職を兼ねることができない職
  4. 他の法令によって政治活動や政治關與が禁止されている職
第12條 (政治關與 禁止) ①代議員は政黨に加入することができず、その職務以外には政治に関与できない.
  ②代議員は、その職を喪失した後、2年を經過しなければ國會議員に立候補できない.
第13條 (手当と旅費) ①代議員は國民會議に出席する日数にしたがって手当と旅費を受け取る。
  ②第1項の手当と旅費に関する事項は大統領令に定める。
第14條 (辭職および退職) ①代議員は議長の許可を受け辭職することができる。
  ②代議員が憲法及び法律によって兼ねることができない職に就任したり、被選擧權がなくなったりした時には退職する。
第15條 (資格審査) ①代議員が他の代議員の資格に対して異議がある時には、50人以上の連署で議長に資格審査を請求することができる。
  ②議長は第1項の請求があったときには、運營委員會の審議を経て國民會議の議決で、その資格の有無を決定する。
第16條 (懲戒) ①代議員が法令に違反したり、代議員としての威信を損傷する行爲をしたりしたときには、他の代議員 50人以上の連署で議長に除名を請求することができる。
  ②議長は第1項の請求があるときには運營委員會の審議を経て國民會議の議決で除名する。
第17條 (職位濫用 禁止など) ①代議員は代議員として品位を維持しなければならない。
  ②代議員は職位を濫用し、國家·地方自治團體など公共團體·政府投資企業體·金融機關などに対して請託、その他利權運動をしてはならない。
  ③代議員は刑法、その他法律が定める罰則の適用では公務員とみなす。
第5章 大統領選擧
第18條 (大統領候補者の登錄) ①大統領候補者(以下"候補者"とする)を推薦しようとする代議員は、國會議員の被選擧權があり、選擧日現在、継続し5年以上、國內に居住して40歲に達した者を代議員 200人以上の候補者推薦狀と候補者になろうとする者の承諾書を添付して、大統領選擧のための國民會議集會公告日より選擧日前日までの間に、事務處に登錄を申請しなければならない。
  ②第1項の推薦狀は、推薦人が記名捺印(拇印は許容されない)しなければならず、推薦狀は推薦人別に、もしくは推薦人が連名し作成する。間印は必要ではない。
  ③代議員が候補者を推薦しようとする場合には、候補者 1人に限って推薦することができ、代議員が2人以上の候補者を推薦した場合には、その代議員が行った推薦は全て無效となる。推薦の取消は登錄に影響を及ぼさない。
  ④代議員は、候補者登錄後に登錄された候補者の推薦を取消したり変更したりすることができない。但し、候補者が辭退または死亡した場合にはそのかぎりではない。
  ⑤候補者登錄申請書の接受は、公休日にかかわらず每日午前9時から午後5時まで行う。
  ⑥第1項の登錄申請があるときは、事務總長は候補者の被選擧權の有無と推薦書類の內容を調査し適法なときには、これを受理しなければならない。
第19條 (登錄無效) ①候補者登錄後に候補者に被選擧權がないことが發見されたり、適法な推薦を受けられないことが發見されたりしたときには、その登録を無效にする。
  ②登錄が無效になるときには、事務總長は遅滞なく、候補者とその候補者を推薦し登錄を申請した代議員に、その事由を明示し登錄無效の旨を通知しなければならない。
第20條 (候補者辭退の申告) 候補者が辭退しようとするときには、事務總長に書面として申告しなければならない。
第21條 (候補者に関する公告) 事務總長は、候補者の登錄があったり、候補者が辭退または死亡したり、その登錄が無效であったときには、遅滞なく、これを公告しなければならない。
統一主體國民會議代議員選擧法
[制定 1972.11.25 法律 2352号]
第1章 總則
第1條 (目的) この法は、祖國の平和的統一のため國民主權を行使する統一主體國民會議代議員(以下"代議員"とする)を 國民の自由な意思によって公正に選擧することで民主政治の発展を期することを目的とする。
第2條 (選擧人の定義) この法で選擧人とは選擧權があると者として選擧人名簿に登載された者をいう。
第3條 (選擧事務の協助) 官公署その他の公共機關は選擧事務に関して必要な協調の要求をうけたときには優先的にこれに応じなければならない。
第4條 (選擧權行使に対する保障) 公務員·學生または他人に雇傭された者が選擧人名簿の閱覽または投票を行うのに必要な時間は保障されなければならず、これを休務もしくは休業とみなさない。
第5條 (人口の基準) この法に規定された人口の基準は、住民登錄法の規定による住民登錄票によって調査した最近の人口統計による。
第6條 (代議員の任期開始) ①代議員の任期は、總選擧による代議員の任期滿了の翌日から開始する。
  ②再選擧または補闕選擧による代議員の任期は、当選日から開始し、前任者の殘任期間とする。
第4章 選擧區域と代議員定數
第14條 (選擧區の劃定および代議員定數) ①代議員の選擧區は、區·市·邑·面を單位とし、人口 10萬を超える 區·市·邑·面は、人口 10萬ごとに選擧區を增設する。そして行政區域·地勢·交通その他の條件を考慮し、各選擧區の人口が等しくなるように、これを画定しなければならず、人口 1千未滿の區·市·邑·面は、人口數が他の選擧區に比べて少なく、生活關係が最も密接した隣接選擧區に編入する。但し、ある洞または里の一部を分割せずには1選擧區の人口を10萬以下にすることができない場合には1選擧區人口 10萬を超えて画定することができる。
  ②第1項の選擧區の画定においては區·市·邑·面·洞·里の一部を分割し、他の區·市·邑·面の選擧區に所屬させることはできない。
  ③1選擧には1人の代議員を選擧し、1選擧區の人口が2萬を超える場合には、超過する人口 2萬ごとに1人の代議員をさらに追加し選擧する。但し、第1項 但書の規定により1選擧區を人口 10萬を超過して画定した場合に、その選擧區の 代議員定數は5人とする。
  ④選擧區と選擧區別代議員定數は別表のようにする。
第15條 (選擧區變更) 行政區域の變更または人口の增減にしたがって、第14條第4項の規定による別表の改正があっても、次の總選擧を實施するときまでは增減された選擧區の選擧は、これを行わない。
第16條 (投票區) ①區·市の洞と邑·面の里に投票區を置く。投票區は、區·市の洞と邑·面の里の區域とする。 區廳長·市長·邑長または面長(以下"區·市·邑·面の長"という)は、管轄選擧區選擧管理委員會の議決を得て同一の洞·里に 數個の投票區を置いたり、2個以上の洞·里を合わせ1投票區としたりすることができる。選擧日が公告された後には投票區を変更することができない。
  ②投票區を設置したり変更したりするときと、選擧を實施するときには、區·市·邑·面の長は、大統領令が定めるところにより、投票區の所在地と區域を公告しなければならない。
５　維新体制下における政治過程：権威主義体制の「権威主義化」のダイナミズム
　弛緩し、漸進的に民主化への移行を開始する権威主義体制と、そうではなく、時間的経過と共に、よりいっそう強化され、結局、暴力的な方法でしか打倒されない権威主義体制との違いは、どこにあるのか。維新体制は、基本的には後者のカテゴリーに属する。
1 体制側：安定しているときは問題ないが、それに対する抵抗がある場合に、抵抗への対応に関して、硬軟の対応に関する有意な亀裂が政治権力に生じるのか、それとも、そうした亀裂が生じないか、もしくは亀裂が生じたとしても、それが強硬派の優位な形で短期に修復される。また、従来の外国勢力による制約が一方で弱くなり、政治体制の変動に対するフリーハンドが高まるとともに、他方で外国勢力による支持が相対的に撤回されたり、体制に対する批判が高まったりすることにより、孤立感を強める。経済実績に関しては、一方で重化学工業化を政府主導で進めたが、他方でそれに伴う副作用（累積債務の増大や景気過熱など、また国際収支の赤字を補填するための中東への労働力輸出による外貨の還流が景気過熱を倍加する）が蓄積し、それに２度にわたるオイルショックが拍車をかける形で、維新体制末期には、従来の成長優先政策を安定化政策に転換する必要に迫られていたが、それは朴正熙政権の経済政策の「失敗」を自認することになるため、なかなか政策転換に踏み切れない立場に置かれていた。
大統領緊急措置（法律によらない自由権の極度の制限）の濫用
大統領緊急措置第１号（1974年１月８日）
① 大韓民国憲法を否定，反対，歪曲あるいは誹謗する一切の行為，② 大韓民国憲法の改正，あるいは廃止を主張，発議，提案あるいは請願する一切の行為，③ 流言蜚語を捏造，流布する一切の行為，及び④ 以上の行為を勧誘，煽動，宣伝したり，放送，報道，出版，その外の方法でこれを他人に伝える一切の言動を禁じ，⑤ この措置に違反した者とこの措置を誹謗した者は裁判官の令状がなくても逮捕，拘束，押収，捜索し，15年以下の懲役に処す，⑥ この措置に違反した者とこの措置を誹謗した者は，非常軍法会議で審判し処分を定めるという内容
大統領緊急措置第４号（1974年４月３日）：全国民主青年学生総連盟（民青学連）とそれに関連する団体を組織したり，あるいはそれに加入したり，その構成員と会合あるいは通信すること等に関わる一切の行為を禁じることが主な内
容
大統領緊急措置第９号（1975年５月13日）：新たに①流言飛語を捏造，流布したり，事実を歪曲し伝播する行為，②集会・示威，あるいは新聞，放送，通信等，公衆伝播手段や文書，図書，音盤等表現物によって大韓民国憲法を否定，反対，歪曲あるいは誹謗したり，その改正あるいは廃止を主張・請願・煽動あるいは宣伝する行為，③学校当局の指導，監督下になされる授業，研究，あるいは学校長の事前の許可を受けるか，その他の儀礼的非政治的活動を除外した学生の集会・示威あるいは政治関与行為，及び⑤この措置を公然と誹謗する行為などを禁止すること
権力の一元化とその非合理性の増大：青瓦台および中央情報部、秘書室、警護室長（車智澈ﾁｬ･ﾁﾁｮﾙ）への権力集中化
朴正煕政権とアメリカとの緊張関係（カーター人権外交と核及びミサイル開発、駐韓米軍の削減・撤退、コリアゲート事件）
重化学工業化とオイルショック・中東景気（労働力輸出）
２　反対勢力：政治権力における強硬派の優位に対応して、野党を中心とする穏健反対勢力よりも学生運動や在野の民主化運動を中心とする強硬（急進）反対勢力が優位になる。野党を中心とする穏健反対勢力では、体制側の強硬な対応に対しては不十分であるという認識が共有されるようになる。それにともなって、穏健反対勢力も、急進反対勢力による主導権に引きずられるようになる。特に、維新体制の成立に伴って、一時期無力化した野党に代わって維新体制への反対運動を主導したのは、学生運動や在野の民主化運動であった。さらに、全泰壱事件によって一躍注目された労働運動に対しても、維新体制末期にはＹＨ貿易事件などに代表されるように、学生運動や在野民主化運動、さらには野党も次第に関心を示すようになり、反政府運動の潜在的な資源として活用するために連携を模索した。
権威主義体制と反「体制」民主化運動（学生運動と在野民主化運動）との二元的対立
政党体制の形骸化：与野党の無気力化、統一主体国民会議（維新政友会）
労働運動の登場（全泰壱（チョン・テイル）事件、都市産業宣教）
図１　体制転換のダイナミクス
	権威主義権力ブロック
反対勢力
	凝集
	分裂

	不協和：代案の未組織
	安定的権威主義現状維持（１）
	クーデターまたは急進反対勢力主導による民衆革命（２）

	共同歩調：代案の組織
	綱引き
対峙
膠着（３）
	体制内改革派と穏健勢力の妥協による民主化（４）


（１）：韓国維新体制、フランコ体制下スペイン、台湾、メキシコ
（２）：韓国1979～80、ポーランド1981年、イラン1979年～、ニカラグア、中国1989年
（３）：韓国1985～1987年6月、
（４）：韓国1987年6月～、スペイン1975年～、ブラジル1985年～、ポーランド1989年
但し、維新体制末期には、（１）から（２）もしくは（３）へ状況が変化する前兆を見せたが、そうした兆候が顕在化する前段階で権力側の潜在的な分裂を引き金にして朴正熙が暗殺されることにより、（２）へと急激に揺れるかのように見えたが、時間を置かずにそれが修復されて、再び（１）へと回帰した。新軍部勢力は対決という選択肢を一貫して維持したのである。
図２　流産した民主化1979～1980年
	新軍部
民間反対勢力
	対決
	妥協

	対決
	暴力的葛藤
クーデター
権威主義体制の復元
（１，４）
	新軍部勢力の退場
保障のない民主主義
（４，１）

	妥協
	新軍部勢力による改訂権威主義に対する反対勢力の降伏
（２，３）
	新軍部に対する事前の保障を約束した妥協による民主主義
（３，２）


（民間反対勢力の利得、　新軍部勢力の利得）１＝最悪、２＝次悪、３＝次善、４＝最善
６　維新体制の「崩壊」そして復活：権威主義体制の「崩壊」と「復活」
　朴正煕の「暗殺」：維新体制の政治経済的矛盾の累積
　反体制運動の連携（野党・民主化運動・学生運動・労働運動：ＹＨ貿易事件）
　ソウルの春（第一次３金時代）とその挫折（全斗煥ら新軍部勢力による政権掌握）
７　朴正煕政権の特徴
　①「ダイナミックな」権威主義体制(「停滞した」「安定した」権威主義体制ではない)
　②経済発展戦略と権威主義体制との関係（両者間に明確な因果関係があるわけではないが）
　　第三共和国：輸出志向型工業化戦略と「準競争的権威主義体制」
　　維新体制：重化学工業化と典型的権威主義体制
　③朴正煕政権の「民族主義」的性格：冷戦体制「利用」であるが、冷戦体制「克服」ではない。
朴正煕政権と民主化運動：「民主」「民族」「民衆」をめぐる対立・競争の政治過程
1973年国会議員選挙（1973年2月27日）議席数219　選挙区145　　　大統領指名（維新政友会）74
	政党
	2人中選挙区議席数
	得票率

	民主共和党
	73
	38.7%

	新民党
	52
	32.5%

	民主統一党
	2
	10.1%

	無所属
	18
	18.6%

	総計
	145
	


1978年国会議員選挙(1978年12月12日)
議席数２３１　選挙区154　　　大統領指名（維新政友会）77
	政党
	2人中選挙区議席数
	得票率

	民主共和党
	68
	31.7%

	新民党
	61
	32.8%

	民主統一党
	3
	7.4%

	無所属
	22
	28.1%

	総計
	154
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